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1 はじめに 

1-1 研究の背景・目的・特長 
電子行政とは、情報通信技術（ICT）、とくにインターネットを中心とする自律分散的なネットワークを戦

略的に活用することによって、行政サービスの効率と効果を高め、民主主義を発展させることを目的とする

活動である。この 10 年の間に、我が国を含む多くの国々は、積極的に電子行政投資を行ってきた。しかし、

電子行政の効果を信頼できる方法で評価し、その評価に基づいて公共政策や公共サービスを改善するという

PDCA（plan-do-check-act）サイクルは、必ずしも十分に機能していない。そこで本研究は、電子行政の業

績測定フレームワークについて政策科学的観点から検討した上で、現実の成果達成プロセスを踏まえて電子

行政の成熟度評価モデルを構築することを目指した。 
本研究の特長は、①部分最適ではなく全体最適を追求するために、一国の電子行政全体の評価モデルの構

築を目指す点、②サービスサイエンスという新しい複合研究領域における知見を取り入れて、サービス価値

の可視化を目指す点、そして、③行政関係者や他の研究者が本研究の終了後も継続して評価モデルを刷新で

きることを重視する点にある。 
①部門や組織、地域などの境界を越えた全体最適の重要性については、改めて論じるまでもないだろう。

かつて Nolan(1979)が提唱したデータ処理に関する成熟度モデルは、今では、グローバルな規模で各国政府

がデータを連携させ、情報やサービスを交流させるための成熟度モデルへと拡張され、その意義と課題が論

じられるに至っている（OECD 2005）。我が国においても、部門や組織、地域などのさまざまな壁を越えて、

情報や知識を交流させ、新しい価値を創造するための研究や提案が、多方面で行われているところである。 
②サービス価値の可視化については、東京大学産学連携本部サービスイノベーション研究会の下に組織さ

れたサブワーキンググループ（SWG）1「価値の可視化」と連携して研究を行う体制を築いた。当該 SWG
の主幹は共同研究者の須藤が務め、代表研究者の後藤、株式会社日立製作所システム開発研究所の赤津雅晴

氏、吉川裕氏、中川忠輔氏、そして東京大学大学院修士課程の木下裕美子氏の計 6 人で、公共サービスの価

値を定量的に分析するためのチームを組織した。 
③応用可能性については、多くの研究者や行政機関が参照できる汎用的な業績測定フレームワークと測定

指標を、多くの研究や行政の現場で実際に活用し改良しながら、社会的基盤として進化させることが重要で

あると考えた。電子行政投資ないし電子行政サービスの場合、民間の情報関連投資の場合とは異なり、TFP
（全要素生産性）や ROA（総資産利益率）のような指標を被説明変数にして、その投資効果をマクロ的に評

価することが難しい場合が多い。したがって、事業や施策レベルの業績測定が不可欠になるのだが、電子行

政に限らず、公共政策のアウトカムに関するデータは、非常に不足している。このような状況を改善し、証

拠に基づく政策立案や政策改善（evidence-based policy）を促すために、一定程度の先行研究の蓄積がある

研究領域については、標準的なモデルとの整合性を確保し、知識の統合体系化を図ることを重視した。また、

公表統計や政府機関による調査の個票データを用いて定量的な分析を行うことにより、それらのデータがど

のような点の分析評価に有用であり、いかなる限界があるのかを明確化することを重視した。後述するよう

に、我々の研究成果は、特に定量的研究による検証と改良を必要とする未完成のものではあるが、すでに複

数の電子行政関連事業で応用されており、目標の幾許かは達成することができたものと判断する。 
 
1-2 本稿の構成  
本研究は、2 つの研究モジュールに分けて進められた。1 つは、電子行政の測定・評価フレームワークに

関する研究であり、もう 1 つは、電子行政の成熟度評価モデルに関する研究である。以下、第 2 節で前者に

ついて、第 3 節で後者について研究方法と成果の概要を述べ、最後に第 4 節で今後の研究課題を述べる。 
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2 電子行政の測定・評価フレームワークに関する調査研究 

2-1 基本的な考え方 
電子行政の業績測定フレームワークは、行政評価で一般的に用いられているロジック・モデルの考え方に

則って構築することとした。ロジック・モデルとは、公共投資や公共サービスの目標管理・業績測定をミッ

ション目線で行うために、計画立案プロセスと成果達成プロセスを対応させて、原因－結果の因果連鎖を構

造化して表現した枠組みである（Hatry 1999、Wholey et al. 2004、後藤 2007b）。一般に、資源／インプ

ット（inputs/resources）、活動／プロセス（activities/processes）、アウトプット（outputs）、アウトカム

（outcomes）という 4 つのドメインをもつ。これらドメインは一般に、それぞれ、予算、活動ないしプロセ

ス、事業ないし施策、政策ないし戦略という行政活動と結びつけられている。 
アウトカムとは、プログラム等がその標的集団または社会領域に及ぼす有益な変化のことで、通常、成果

が発現する時間的経過に従って、近位アウトカムから遠位アウトカムに至るいくつかの要素に分割される。

そして、インプットからアウトプットの部分は「プロセスパート」、アウトカム部分は「インパクトパート」

と称され、プロセス評価では、あるプログラムがその標的集団に適切な量と質のサービスを適切な方法で届

けたかどうかが、インパクト評価では、アウトカムのうち、プログラム以外の外部要因による影響を除いた

プログラム効果が必要十分であったか否かが評価される。なお、公共投資、公共政策あるいは公共サービス

の価値は、最終的には、社会的な費用と便益、つまり直接的な取引当事者以外に及ぶ正負の費用と便益を考

慮したネットの便益で評価される（Rossi et al. 2004, Boardman et al. 2006）。 
ロジック・モデルは、個々のプログラムやプロジェクトに応じて具体的に記述され、個々のプログラムや

プロジェクトの業績測定や目標管理に使用されるものである。我が国では政策等をロジック・モデルのかた

ちで体系化し、PDCA サイクルのマネジメントで活用する取組み自体が必ずしも十分に行われていないため、

まずは個々のプログラムやプロジェクトの因果連鎖・価値連鎖を体系化することが重要であると考えられる。

ただし、仮に個々の政策等の因果連鎖・価値連鎖を体系化してマネジメントする取組みが進展しても、個々

の政策等ごとにアドホックな評価要素や評価手法等が採用されるならば、プログラムやプロジェクトを横断

的に評価し、全体最適を促すことは難しい。それゆえ本研究では、電子行政に関するプログラム／プロジェ

クトの業績を横断的に測定・評価するフレームワークを構築することを目指して、インプットから最終アウ

トカムに至る各段階でどのような要素を測定・評価すべきかを検討した。 
 

2-2 電子行政の測定・評価フレームワークが備えるべき特性 
上記の基本方針に基づき、文献研究とヒアリング調査に基づき、電子行政の測定・評価フレームワークが

備えるべき特性を整理し、以下の 3 点に集約した。 
（１）多元的な価値の評価 

電子行政活動が追求すべき価値は複合的で多様である。実践または実証的研究においては、政府間連携に

よる政府の組織能力の向上や民主主義的価値、あるいは、直接的な取引当事者以外の受益者がしばしば軽視

される。しかし電子行政は民主主義の進展や官民連携によるイノベーションの活性化などが期待される活動

であるから（COC 2004、Cresswell et al. 2006、Sudoh 2005、Yildiz 2007）、それらの価値を明示的に考慮

しなければならない。 
（２）成果達成プロセスの多様性の許容 

電子行政活動の成否は、偶発的で歴史依存的な共進化プロセスに大きく依存する（Bekkers and Homburg 
eds. 2006）。したがって、測定フレームワークは、唯一の最適解を示すためではなく、多様な共進化プロセ

スを測定・評価することによって、同じ効果をもたらす方法は多様でありうることを知り、差異が生じる原

因に関する理解を深めることを通じて、公共領域におけるオープン・イノベーションのガバナンスという現

代的課題（Goldsmith and Eggers 2004、Obsorne and Brown 2005、須藤 2007）に貢献するものでなけれ

ばならない。 
（３）全体最適に向けた戦略的投資の促進 

追求すべき公益も、同じ成果を達成するための方法も多様であっても、戦略的投資を促すためには、事業・

施策あるいは組織横断的に用いることのできる汎用的なフレームワークを用意する必要がある（Gouscos et 
al. 2007, Guijarro 2007）。部分最適の総和は必ずしも全体最適にはならないし、個別評価基準は必ずしも戦

略的な評価基準の基礎とはならないからである。なお、このことは、個々の事業や組織等に特化した測定指

標が不要であることを意味するものではない。 
 

123



 

2-3 電子行政の測定・評価フレームワーク 
続いて、海外先進事例をロジック・モデルで整理分析し、2-2 の考察を踏まえて、測定要素（測定カテゴ

リー）を図 1 のように定めた。海外先進事例分析については須藤・後藤他（2007）で紹介しているので、以

下では、各測定要素について説明する。なお、冒頭で述べたように、ここに示した測定要素は、定量的研究

による検証と改良を必要とする未完成のものであることに注意されたい。 

 

図 1 電子行政の測定・評価フレームワーク 
（１）インパクト 

冒頭で述べたように、電子行政とは、情報通信技術（ICT）、とくにインターネットを中心とする自律分散

的なネットワークを戦略的に活用することによって、行政サービスの効率と効果を高め、民主主義を発展さ

せることを目的とする活動である。したがって、個々のプログラムないしプロジェクトで使用すべき汎用的

なアウトカムないしインパクトの測定指標は、「効率性」、「有効性」、「ガバナンス」の 3 つであると考えら

れる。2-1 で述べたように、ロジック・モデルでは一般的に、アウトカムは、成果が発現する時間的経過に

従って、近位アウトカムから遠位アウトカムに至るいくつかの要素に分割される。しかし、汎用的な測定・

評価フレームワークにおいてインパクトパートを構造化することは困難であるから、eGEP（2006a）に倣っ

て、短期的なプログラム効果を測定するためのドメインとして「インパクト」をおき、以下の 3 つを主要な

測定要素とすることが望ましいと考えた。 
 効率性…サービスの供給者である行政が受け取る内部利益。効率性（サービス一件当たりや一顧客当

たりの処理費用や処理時間）、生産性（一投入当たりの処理件数や処理人数）、より良い組織や人材（一

期間当たりの処理件数や処理人数、職員満足度、削減された業務処理リスク、技能が向上した職員の

数）など。なお、効率性指標や生産性指標は、目的や達成目標によって、アウトプット指標にもアウ

トカム指標にもなりうることに注意が必要である。 
 有効性…市民や企業が受け取る利益。サービスの最終利用者が節約できた時間や費用、サービスの利

用者満足度の向上、中間業者や代理人の利益の増加、民間部門の利益増殖機会の増大など。なお、満

足度調査には費用等がかかるため、満足度に良い影響を与えることがわかっている場合には、サービ

スの客観品質等がアウトカム指標とみなされことがある。 
 ガバナンス…市民や企業にとってグッド・ガバナンスか否か。グッド・ガバナンスの定義に関する確

立した合意はないと考えられるため、定量評価は困難であると予想される。しかし無視してよい価値

ではないので、アウトプット指標で代理させることがありうると考えられる。例えば、電子行政活動

や行政組織の IT ガバナンスへの満足度や、透明性・開放性など（eGFP 2005a, Carter & Bélanger 
2005）。 

（２）最終アウトカム 
「最終アウトカム」は、電子行政の総合的な価値をミッション目線で測定するためのドメインである。既

に述べたように、部分最適の総和は必ずしも全体最適にはならない。したがって、個々のプログラムないし

プロジェクトにおけるインパクトの総和のみで電子行政戦略の総合的な価値を判断すべきではないだろう。

そこで、金銭評価は難しいかもしれないが、戦略目線で追求すべき価値として重要であると考えられる要素

を考慮に入れて、以下の 5 つを標準的な測定要素とした。 
 行財政的価値…サービスの供給側である行政部門の生産性・効率性に関連する時間的・金銭的便益。

「効率性」と密接に関係する。例えば、行政部門の労働生産性上昇効果、アウトカム当たりの行政コ

ストの節減効果など。 
 戦略的価値…IT ポートフォリオ分析において戦略適合度として評価される、部門・組織横断的な戦略

目的に照らした効果。例えば、「境界を越えた全体最適化」や「官民連携による新しい IT サービスの

創造」といった戦略的目的への貢献度など。 
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 社会経済的価値…政策領域ないし社会領域ごとのプログラム効果。個別の政策領域等に及ぼす効果上

昇分のうち、電子行政投資の貢献分。「有効性」と密接に関係する。直接的な利用者に及ぶ効果と、

それ以外の第三者に及ぶ効果に分割することも考えられる（OECD 2003、Cresswell et al. 2006）。 
 革新的価値…市民や企業のニーズへのより良い応答につながる効果。例えば、パブリック・イノベー

ションにつながるような無形資産価値（Federal CIO Council 2002、COC 2004、後藤 2007b）。 
 政治的価値…民主主義の発展、政府への信頼に関わる価値。「ガバナンス」と密接に関係する。「ガバ

ナンス」の部分で述べたように、アウトプット指標で代理させることがありうると考えられる。 
（３）アウトプット 

「アウトプット」は、意図する標的集団が意図するサービスをどの程度受けているか、それが効率的に提

供されているかを測定するドメインである。以下の 3 つを想定したが、「利用」（利用実績に関する業績指標）、

「品質」（サービスの知覚品質に関する業績指標）、「ガバナンス」（以下と同じ）に分ける方が適切かもしれ

ない。 
 サービス…意図した顧客が目標とするだけの財・サービスを利用しているかを測定するための業績指

標。利用実績に関する指標（利用者数、利用者属性、利用者 1 人当たりのサービスや情報の量、サー

ビスの利用頻度など）と、知覚品質に関する業績指標（システム品質、情報品質、サービス品質など）

が重要だと考えられる。 
 デリバリー…顧客に届けられた財・サービスのデリバリー・プロセスに関する業績指標。サービスの

統合度やチャネル、バックオフィスのデータ連携度合いなどに関する、利用実績に関わる業績。 
 ガバナンス…顧客に利用されたサービスのガバナンスに関する実績。開放性、透明性、アカウンタビ

リティなど（eGFP 2005a）。上述した理由で、「インパクト」などの代理指標に用いられる場合があ

りうると考えられる。 
（４）スループット 

一般的なロジック・モデルでインプットとアウトプットの間におかれるドメインは「活動・プロセス」で

あり、計画した活動・プロセスを実施したか否かの進捗管理に使用されることが多い。本研究では、横断評

価を行うための業績情報を得ることを目的とするから、プログラムの生産体制ないし活動・プロセスに関す

る汎用的な業績測定領域として「スループット」をおく。以下の 3 つが主要な測定要素になると考えられる。 
 サービス…IT サービスの供給能力とそのサービスレベルに関する業績。顧客に届ける準備ができたサ

ービスの利用環境に関わり、利用実績等と比較することによって、プログラム効率・効果の改善を図

るために役立てることができる業績指標。例えば、UN (2006)の E-Readiness や、Capgemini (2006) 
の Sophistication のような、電子行政サービスの利用環境に関わる客観指標。 

 アーキテクチャ…内部組織のアーキテクチャに関する業績。プログラムが高次の組織の要求や、技術

的・法的・組織的な標準などに準拠しているか。OMB (2006)に準ずれば、業績管理モデル、業務モ

デル、サービスモデル、技術モデル、データモデル。 
 マネジメント…内部組織の IT 経営に関する業績。実行される機能に対して、プログラムはうまく組

織され、スタッフはうまく連携しあっており、協力し合うべき他のプログラムや機関と効果的に協調

しているか。Government of Canada and KMPG (2002) や総務省の「地方公共団体における IT ガ

バナンス導入ガイド」などで用いられている、内部組織の IT ガバナンスや外部組織とのパートナー

シップ関係に関する測定要素が想定される。 
（５）インプット 

「インプット」は、プログラムに投入された物的・金銭的・人的・組織的資源を測定するドメインである。

無形資産価値につながる投入を考慮すること、ライフサイクルごとのコストを考慮することが重要となる。 
 人件費…IT 投資案件のライフサイクルにわたる、内部組織のスタッフの人件費。IT スタッフの人件

費、IT 研修のための費用など。 
 IT 支出…IT 投資案件のライフサイクルにわたる、IT 財・サービスのための支出。ハードウェアやソ

フトウェアの開発導入費用、IS の運用保守費用、IT 基盤やデータセンターの利用料など。 
 業務・組織再編費用…IT 投資案件のライフサイクルにわたる、上記 2 つを除く支出。組織資本に関連

する金銭的・時間的費用。IT 投資に伴う業務・組織改革のためにコンサルティング会社に支払ったサ

ービス支出、組織再編に伴う内部調整費用など（ブリニョルフソン 2004、eGEP 2005b）。 
 

2-4 サービス価値に関する定量分析 
前節で述べたフレームワークに基づき、さらに、電子行政のサービス品質およびサービス価値について、
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理論的、実証的な検討を行った。冒頭で述べたように、この分析は、東京大学産学連携本部サービスイノベ

ーション研究会の下に組織されたサブワーキンググループ 1「価値の可視化」と連携して実施したもので、

理論的考察は主に代表研究者の後藤が、実証分析は主に吉川裕氏と中川忠輔氏が担当して実施した。 
我が国では、電子行政サービスの利用率が低迷しており、したがって電子行政サービスがもたらす価値も

低いと予想される状況が続いている。その理由として、行政手続きの簡素化・ワンストップ化や行政業務の

見直しが十分になされていないこと、公的個人認証を用いなければならない電子行政サービスの場合には、

利用者の利用コストが高くつくため、それが利用率の低迷につながっていることなどが指摘されており、利

用者のニーズや利用者の行動フロー分析に基づくサービス改善の必要性がかねてより指摘されているところ

である（Accenture 2006、電子政府評価委員会 2007、2008）。 
ところが、電子行政サービスの価値とは何か、そのサービス価値を高めるためにどうすればよいのかとい

うことについては、必ずしも学術研究の蓄積が豊富にあるわけではない。サービスの利用者にとっての価値

は、基本的に、利用者の主観的効用によって評価されるものである。市場を通じた価格付けが行われる民間

サービスであれば、消費者余剰を推し量ることもできるが、電子行政サービスの場合、それは難しい。たと

えば公共道路の品質向上効果は、利用者の走行時間の短縮や走行経費節減に含まれるとみなされることがあ

る。同じように、電子行政サービス利用者の時間的・金銭的な費用節減効果を推計すれば、サービス品質の

向上による効果を推し量ることができると考えられるが、可用性や信頼性、安全性、適時性、アクセシビリ

ティなどの品質要件の何がどのくらいその効果向上に貢献しているのかがわからないと、業務や IS の改善

は難しい。したがって、利用者満足度や技術受容モデル（TAM）の文脈における Perceived Usefulness の

ような利用者の主観に基づく業績と、サービス手数料や利用者の時間的・金銭的な費用節減効果などの客観

的・金銭的な業績の両方を調査して推計する方法が望ましいと考えられる。 
Heeks & Blailur（2006）が指摘しているように、電子行政に関する研究の殆どは定性分析に基づいてお

り、定量分析が行われている場合でも、サーベイの方法や仮説、基本統計量、分析手法などがきちんと説明

されている論文は殆どない。筆者らも、その欠落を十分に埋めることはできなかった。先行研究を踏まえて

サービス品質分析モデルを仮説的に構築し、内閣官房 IT 担当室に個票データの提供を受けて定量分析を行

ったが（須藤・後藤他 2007）、1 つには調査項目や標本数の不足によって、もう 1 つには筆者らの資源制約

によって、十分な分析を行うことができなかった。しかし我々の分析と考察を一部反映していただき、顧客

満足度や利用者の時間的・金銭的な取引費用節減効果を設問項目に含む調査が電子政府評価委員会において

実施された（電子政府評価委員会 2008）。本研究の計画年度中にこの調査結果を分析することはできなかっ

たが、今後、定量分析を行い、研究を前進していきたいと考えている。 

3 電子行政の成熟度評価モデルに関する研究 

3-1 成熟度モデル 
電子行政においてしばしば指摘されている課題は、バラバラの情報投資による非効率、ベンダー依存に

よるコスト高、トップや議会あるいは業務主管部門の理解・協力を得られないことによる重複投資の発生、

電子行政関連の予算や人材の不足等である（後藤 2006）。これら課題の多くは、IT 経営能力が必ずしも十

分ではないことに起因していると考えられる。経営戦略と電子行政戦略を整合させ、計画・実行・評価・

改善を全組織的に推進する体制が整っていなければ、効率的で質の高い電子行政を実現することはできな

い。 
そこで、以下に述べる手順で、2-3 で述べた評価・測定フレームワークに基づいて目標管理を行うための

成熟度モデルに関する検討を行い、表 1 に示す成熟度モデルを理想型の一案として示した（表 1 参照）。 
 

3-2 研究方法と考察 
まず、電子行政に関するさまざまな成熟度モデル、すなわち、業績測定（OMB 2006）、業務改革（Andersen 

and Henriksen 2006）、サービス（Accenture 2006、UN2006）、投資管理（GAO 2004）、IT アーキテク

チャ（Ross 2003）、リスク管理（Government of Canada and KMPG 2002）、IT ガバナンス（OECD 2005）
などの成熟度モデルを整理分析し、成熟度ステージにおける測定カテゴリーと先進諸国の平均的水準につ

いて検討した（後藤 2006、2007b）。 
次に、先に述べたように成果達成プロセスは偶発的で歴史依存的な共進化プロセスに大きく依存するか

ら、日本の国および自治体における電子行政の経緯と現況を実証的に整理分析し、成熟度ステージ別かつ
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カテゴリー別の目標を設定した（須藤・後藤他 2007）。電子自治体 IS 経費の可視化状況（後藤 2007a）
と自治体 IT ガバナンスの現況については、データセットを整えて定量分析も実施した。 
表 1は、平成 19年度電子政府評価委員会第 2回会合にて筆者らが発表したものである（須藤・後藤他 2007）。

2010 年度末までに「世界一便利で効率的な電子行政の実現」を目標とする『IT 新改革戦略』の目標に併せ

て「時期」を設定したので、目標年度中に目標を達成できる確率は必ずしも高くないと推察されるが、それ

以外の記述は、国内外の事例研究と定量分析に基づいて導出した。 
 

 
（表 1）電子行政の成熟度モデル 

 
電子行政の取組みにおいて今後とくに重要となるのは、電子行政サービスのワンストップ化と、そのため

のバックオフィスの業務・データ連携であろう。電子行政活動では、バックオフィスの行政業務効率化の取

組みと、フロントオフィスの行政サービス向上のための取組みが分断されてしまっていることが多い。そし

てフロントオフィスの行政サービス向上策については、行政手続きの簡素化・ワンストップ化や行政業務の

見直しが必ずしも十分に行われないまま、既存の行政手続き等をインターネットを通じて行うことができる

ようにオンライン化するだけに留まっているケースが数多くみられる。バックオフィスの行政業務効率化に

おいては、業務プロセスの改革が必ずしも十分に行われないまま、実質的には業務用システムの最適化が進

められているにすぎないケースが散見される（電子政府評価委員会 2007、2008）。このような状況が打破さ

れて政府全体の最適化が実現し、サービス価値への利用者の実感が政府への信頼と公共領域の革新につなが

ることを期待する。 

4 おわりに 

本稿では、電子行政の汎用的な評価・測定フレームワークと成熟度モデルについて考察してきた。理論モ

デルの有効性や妥当性の定量的検証、測定指標の明確化等に多くの課題が残されているが、冒頭で述べたよ

うに、首尾一貫した評価基準・測定指標に基づいて、電子行政プログラム／プロジェクトを横断的に評価し

ている事例は殆どなく、科学的・工学的に信頼できる評価モデルや評価手法はいまだ確立されていないとい

ってよい。また、筆者らが調べた限り、先進的な取組みを行っている諸国でも、プロセス評価とインパクト

評価を有機的に結びつけて総合的な価値評価を行い、その評価結果に基づいて電子行政戦略の策定やサービ

ス改善を実施しているわけではなかった。本研究の成果を今後の研究および実践に活かし、この分野におけ

る学術研究の水準を高め、データエビデンスに基づく戦略策定やサービス改善に役立つ研究を進めていきた
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いと思う。 
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